
報告第９号 

 

 

令和５年度西海市一般会計補正予算（第７号）の専決処分の承認 

について 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 179 条第１項の規定により、別紙の

とおり専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求

める。 

 

令和６年６月１４日 

 

西海市長 杉澤 泰彦   
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専決処分第７号 

 

   令和５年度西海市一般会計補正予算（第７号） 

 

 令和５年度西海市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによ

る。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 838,175 千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 23,623,464 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

  令和６年３月３１日 専決 

 

西海市長 杉澤 泰彦   
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1

歳 入 歳 出 予 算 補 正第 1 表

歳 入

（単位：千円）

項 補 正 前 額 今回補正額 合 計款

地方譲与税  2.        202,000         31,156        233,156

地方揮発油譲与税  1.         49,000          1,443         50,443

自動車重量譲与税  2.        131,000         21,074        152,074

特別とん譲与税  3.          8,000          7,689         15,689

森林環境譲与税  4.         14,000            950         14,950

利子割交付金  3.            500            200            700

利子割交付金  1.            500            200            700

配当割交付金  4.          4,000          4,754          8,754

配当割交付金  1.          4,000          4,754          8,754

株式等譲渡所得割交付
金

  5.          5,000          5,920         10,920

株式等譲渡所得割交付
金

  1.          5,000          5,920         10,920

法人事業税交付金  6.         29,000         10,952         39,952

法人事業税交付金  1.         29,000         10,952         39,952

地方消費税交付金  7.        510,000        141,919        651,919

地方消費税交付金  1.        510,000        141,919        651,919

ゴルフ場利用税交付金  8.         23,000          8,018         31,018

ゴルフ場利用税交付金  1.         23,000          8,018         31,018

環境性能割交付金  9.         10,000          5,531         15,531

環境性能割交付金  1.         10,000          5,531         15,531

地方特例交付金 11.         15,645             12         15,657

新型コロナウイルス感
染症対策地方税減収補
填特別交付金

  2.            729             12            741

地方交付税 12.      8,529,808        338,663      8,868,471

地方交付税  1.      8,529,808        338,663      8,868,471

交通安全対策特別交付
金

 13.          2,000           △399          1,601

交通安全対策特別交付
金

  1.          2,000           △399          1,601

使用料及び手数料 15.        365,268         △5,019        360,249

使用料  1.        311,407         △5,019        306,388

国庫支出金 16.      3,907,637           △174      3,907,463

国庫補助金  2.      1,792,247           △174      1,792,073

県支出金 17.      1,378,515        △79,468      1,299,047

県補助金  2.        466,326        △65,647        400,679

県委託金  3.        105,701        △13,821         91,880

財産収入 18.        149,965         △3,801        146,164

財産運用収入  1.         92,822           △239         92,583

財産売払収入  2.         57,143         △3,562         53,581

寄附金 19.      1,106,140       △150,835        955,305
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0 0 1 1

（単位：千円）

項 補 正 前 額 今回補正額 合 計款

寄附金  1.      1,106,140       △150,835        955,305

繰入金 20.      2,147,188       △972,556      1,174,632

基金繰入金  1.      2,145,142       △972,556      1,172,586

諸収入 22.        179,752            603        180,355

雑入  5.         60,555            603         61,158

市債 23.      1,579,500       △174,300      1,405,200

市債  1.      1,579,500       △174,300      1,405,200

自動車取得税交付金 24.              0            649            649

自動車取得税交付金  1.              0            649            649

    24,461,639       △838,175     23,623,464歳 入 合 計

   - 3 -



001

1

歳 出

（単位：千円）

補 正 前 額項 今回補正額 合 計款

総務費  2.      5,419,819       △256,026      5,163,793

総務管理費  1.      5,002,232       △233,960      4,768,272

徴税費  2.        209,214         △4,784        204,430

戸籍住民基本台帳費  3.        123,498         △3,475        120,023

選挙費  4.         60,633        △13,807         46,826

統計調査費  5.          4,561              0          4,561

民生費  3.      7,518,187        △94,236      7,423,951

社会福祉費  1.      3,537,832        △46,134      3,491,698

児童福祉費  2.      2,605,868        △30,178      2,575,690

生活保護費  3.      1,371,627        △16,304      1,355,323

災害救助費  4.          2,860         △1,620          1,240

衛生費  4.      3,323,122        △54,601      3,268,521

保健衛生費  1.      1,160,028        △38,706      1,121,322

清掃費  2.        885,149        △10,519        874,630

上水道費  3.        438,891         △5,376        433,515

農林水産業費  6.      1,044,594       △131,239        913,355

農業費  1.        785,411       △101,295        684,116

林業費  2.        111,013        △12,195         98,818

水産業費  3.        148,170        △17,749        130,421

商工費  7.        474,905        △10,228        464,677

商工費  1.        474,905        △10,228        464,677

土木費  8.      1,245,000        △83,190      1,161,810

道路橋梁費  2.        486,215        △27,731        458,484

河川費  3.        128,820         △6,636        122,184

港湾費  4.         41,388         △7,997         33,391

住宅費  6.        368,559        △40,826        327,733

消防費  9.        776,658        △14,336        762,322

消防費  1.        776,658        △14,336        762,322

教育費 10.      1,898,024        △62,475      1,835,549

教育総務費  1.        420,052        △10,591        409,461

小学校費  2.        303,825        △14,980        288,845

中学校費  3.        244,040        △15,698        228,342

社会教育費  4.        403,380        △17,718        385,662

保健体育費  5.        526,727         △3,488        523,239

災害復旧費 11.         49,732        △29,546         20,186

農林水産施設災害復旧
費

  1.         41,732        △21,554         20,178

公共土木施設災害復旧
費

  2.          8,000         △7,992              8

公債費 12.      2,364,869       △102,298      2,262,571
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（単位：千円）

項 補 正 前 額 今回補正額 合 計款

公債費  1.      2,364,869       △102,298      2,262,571

    24,461,639       △838,175     23,623,464歳 出 合 計
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1　追加

3 民 生 費 1 社 会 福 祉 費

第　２　表　　繰　越 

款 項
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　明　許　費　補　正

事　　業　　名

地域介護・福祉空間整備事業等補助事業 2,000
千円

金　　　額
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2　変更

事　　業　　名

6 農林水産業費 3 水 産 業 費 漁港施設車止め整備事業 20,000
千円

　第　２　表　　繰　越

款 項
補　　正　　前

金　　　額
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　明　許　費　補　正

事　　業　　名

漁港施設車止め整備事業 21,000
千円

補　　正　　後

金　　　額

- 9 -



第３表 地方債
１　変更

限 度 額 利率 償還の方法

千円

公共事業等債 90,000 1. 借入先 年利４．０％以内

公営住宅建設事業債 26,600

2. 借入方法

地方道路等整備事業債 63,000

緊急防災・減災事業債 14,700 3. 借入時期

公共施設等適正管理推進事業債 115,600

緊急自然災害防止対策事業債 46,300

緊急浚渫推進事業債 10,400

過疎対策事業債 1,100,600

辺地対策事業債 22,400

合併特例事業債 33,200

計 1,579,500

起債の目的
補 正 前

起債の方法

　借入時期から
４０年以内（うち
据置期間５年以
内）において元
利均等又は元
金均等などの償
還の方法によ
る。

財務省、地方公
共団体金融機
構、銀行等

（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる政府
資金及び地方
公共団体金融
機構資金につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の
利率）

証書借入又は
証券発行 　ただし、本市

財政の都合によ
り、繰上償還を
し、又は償還年
限を短縮し、若
しくは借換をす
ることができる。

　令和５年度、た
だし、工事その
他の都合によ
り、その全部又
は一部を翌年度
に繰延べ借り入
れすることがで
きる。
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補正

限 度 額 利率 償還の方法

千円

82,900 1. 借入先 年利４．０％以内

48,100

2. 借入方法

62,400

12,900 3. 借入時期

77,000

45,200

10,200

963,600

13,300

32,900

1,405,200

補 正 後

起債の方法

　借入時期から
４０年以内（うち
据置期間５年以
内）において元
利均等又は元
金均等などの償
還の方法によ
る。

財務省、地方公
共団体金融機
構、銀行等

（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる政府
資金及び地方
公共団体金融
機構資金につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の
利率）

証書借入又は
証券発行 　ただし、本市

財政の都合によ
り、繰上償還を
し、又は償還年
限を短縮し、若
しくは借換をす
ることができる。

　令和５年度、た
だし、工事その
他の都合によ
り、その全部又
は一部を翌年度
に繰延べ借り入
れすることがで
きる。
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報    酬 給    料 期末手当
その他
の手当

計

長　等 3 0 25,464 8,659 0 34,123 5,089 39,212

議　員 18 68,436 0 23,269 0 91,705 21,327 113,032

その他の
特 別 職

2,236 135,443 0 0 0 135,443 0 135,443

計 2,257 203,879 25,464 31,928 0 261,271 26,416 287,687

長　等 3 0 25,464 8,659 0 34,123 5,089 39,212

議　員 18 68,436 0 23,269 0 91,705 21,327 113,032

その他の
特 別 職

2,243 140,183 0 0 0 140,183 0 140,183

計 2,264 208,619 25,464 31,928 0 266,011 26,416 292,427

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特 別 職

△ 7 △ 4,740 0 0 0 △ 4,740 0 △ 4,740

計 △ 7 △ 4,740 0 0 0 △ 4,740 0 △ 4,740

補
正
前

比
 
 
較

合  計 備 考

給   与   費   明   細   書

補
正
後

１　特別職

区　　分

単位 ：千円

共済費
職員数
（人）

給　　　　　与　　　　　費
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給   与   費   明   細   書

２  一般職

区    分

補 正 後 697

職員数
   (人)

（１）  総括

3,038,062

職員手当

1,278,222

共済費

単位 ：千円

備  考

給       与　　　費

878,002

給   料

職員手当
の 内 訳

扶養手当

359,75924,456

報   酬

388,337

補 正 前 697 395,799

区　分

補正後

比    較 0 △ 7,462

計

2,544,561 493,501

合   計

△ 79,795

期末手当管理職手当

特地勤務手当
管理職員特
別勤務手当

3,600

357,55824,456

1,965

△ 2,2010

3,600

22,995

22,995

0

区　分

児童手当単身赴任手当

補正前

比　較

0比　較

43,106

234,118

△ 6,938 △ 90

234,118

113,974

107,036

勤勉手当

0

45,210

3,330

2,591,415

△ 46,854 △ 32,941

1,9563,330

526,442

比　較

補正前

補正後

補正前

補正後

△ 30,244

3,117,857

通勤手当

△ 9,148

単位 ：千円

区　分

1,308,466

45,210

887,150

0

33,917

住居手当

0

0

720

720

0

33,91743,106

時間外勤務
手      当

特殊勤務手当
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ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

（）内は短時間勤務職員

区　分 通勤手当 期末手当
時間外勤務
手      当

児童手当

(353)
489,083 85,022 574,105395,799 74,02619,258

補正後 1,083 67,958 2,664 120

0 △ 2,201 0 0

補正前 1,083 70,159 2,664 120

職員手当
の内訳

比　較

551,12471,704479,42071,82519,258388,337
7

(353)

単位 ：千円

(0)

補 正 前
7

比    較 △ 7,462 0 △ 2,201 △ 9,663 △ 13,318 △ 22,981
0

単位 ：千円

区    分
職員数
   (人)

給       与　　　費
共済費 合   計 備  考

報   酬 給   料 職員手当 計

比　較 0 0

補正前 720 22,875

区　分 単身赴任手当 児童手当

補正後 720 22,875

3,330 1,956 3,600

特殊勤務手当
管理職員特
別勤務手当

特地勤務手当

0

補正前 234,118 111,310 3,330 1,965 3,600

比　較 0 △ 6,938 0 △ 9

単位 ：千円

職員手当
の 内 訳

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 期末手当

補正後

比　較 0 0 0 0 0

補正前 45,210 42,023 33,917 24,456 289,600

補正後 234,118 104,372

補 正 後 337 2,486,938

単位 ：千円

区    分
職員数
   (人)

合   計 備  考
給       与　　　費

共済費
給   料

441,420

421,797

職員手当

806,177

813,124

計

△ 6,947 △ 37,191

2,102,332

△ 56,814△ 19,623

補 正 後

1,258,964

1,289,208

2,065,141

比    較 0 △ 30,244

45,210 42,023 33,917 24,456 289,600

区　分 勤勉手当
時間外勤務
手      当

補 正 前 337 2,543,752
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単位：千円

△ 30,244

△ 9,148

給与改定に伴う
増 減 分

昇 給 に 伴 う
増 加 分

△ 9,148
衆議院議員補欠選挙にかかる時間
外勤務手当の実績による減額、ほ
か

備   考

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

制度改正に伴う
増 減 分

そ の 他 の
増 減 分

0

0

△ 30,244

0

職員の退職および休職に伴う不用
額の減額、ほか

そ の 他 の
増 減 分

説  　　　　  明
区
分

増 減 額 増減事由別内訳

給料

職員
手当
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地方債の前々年度末におけ
当該年度末における現在高

補 正 前 補 正 額 補 正 後

１．普　通　債 14,552,536 14,721,416 599,000 1,522,800 △ 174,300 1,348,500

（１）総　務 4,050 3,240

（２）庁　舎

（３）民　生 13,881 9,332

（４）衛　生

（５）農　林　水　産 363,044 283,045 34,300 53,300 △ 700 52,600

（６) 公　有　林 14,676 11,448

（７）商　工

（８）土　木 973,984 1,147,082 31,900 234,100 △ 9,000 225,100

（９）公　営　住　宅 1,027,897 1,010,216 64,500 △ 16,400 48,100

（10）消　防 1,084,120 913,552 11,200 △ 1,200 10,000

 (11) 教　育 421,396 593,035 390,700 3,500 △ 600 2,900

（12）過　疎　対　策 6,592,590 7,002,680 142,100 1,100,600 △ 137,000 963,600

（13) 辺　地　対　策 162,576 282,819 22,400 △ 9,100 13,300

（14) 合　併　特　例 3,894,322 3,464,967 33,200 △ 300 32,900

（15）公債費対策資金

２．災　害　復　旧　債 168,541 321,203 1,300

（１）補　助　災　害 80,192 167,194 1,300

（２）単　独　災　害 88,349 154,009

３．その他 5,080,450 4,676,743 56,700 56,700

（１）減税補てん債 27,725 18,085

（２）臨時税収補てん債

（３）減収補てん債 37,300 37,300

（４）臨時財政対策債 5,015,425 4,621,358 56,700 56,700

合　　計 19,801,527 19,719,362 600,300 1,579,500 △ 174,300 1,405,200

区　分
前々年度末
現在高

前年度末
現在高

前年度繰越額

当　　　該　　　年　　　度　　　中　　　増　　　減　　　見　　　込　　　額

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額
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る現在高並びに前年度末及び
の見込みに関する調書補正

（単位：千円）

補 正 前 補 正 額 補 正 後 補 正 前 補 正 額 補 正 後

1,778,839 △ 100,000 1,678,839 15,064,377 △ 74,300 14,990,077

810 810 2,430 2,430

4,626 4,626 4,706 4,706

56,898 56,898 313,747 △ 700 313,047

2,956 2,956 8,492 8,492

93,336 93,336 1,319,746 △ 9,000 1,310,746

78,499 78,499 996,217 △ 16,400 979,817

179,852 179,852 744,900 △ 1,200 743,700

46,739 46,739 940,496 △ 600 939,896

568,562 568,562 7,676,818 △ 137,000 7,539,818

26,039 26,039 279,180 △ 9,100 270,080

720,522 △ 100,000 620,522 2,777,645 99,700 2,877,345

23,166 23,166 299,337 299,337

13,196 13,196 155,298 155,298

9,970 9,970 144,039 144,039

510,654 510,654 4,222,789 4,222,789

7,535 7,535 10,550 10,550

37,300 37,300

503,119 503,119 4,174,939 4,174,939

2,312,659 △ 100,000 2,212,659 19,586,503 △ 74,300 19,512,203

当　　　該　　　年　　　度　　　中　　　増　　　減　　　見　　　込　　　額
当 該 年 度 末 現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 元 金 償 還 見 込 額
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